
福井県公共工事入札監視委員会の開催概要について 

 

 

 このことについて、平成21年度福井県公共工事入札監視委員会（第4回）を開催しましたので、その

概要をお知らせします。 

 

記 

 

１ 日  時   平成 22年 3月 23日（火） 13:30 ～ 15:30 

 

２ 場  所   県庁 2階 中会議室 

 

３ 出席委員   荒井委員、川崎委員、下中委員、藤井委員（五十音順） ※薬袋委員は欠席 

 

４ 議事次第 

（１）開会 

（２）議題 

   ・入札および契約に係る制度の運用について 

   ・抽出事案審議 

   ・談合その他の不正行為に関する事項について 

（３）その他 

（４）閉会 

 

５ 会議概要 

（１）入札および契約に係る制度の運用について（平成２１年１０月１日～平成２１年１２月３１日） 

   ・契約件数、落札率の状況について説明 

 ・指名停止の運用状況について説明 

 ・総合評価落札方式の実施状況について説明 

 ・低入札価格調査の状況について説明 

Ｑ 今年度１２月末現在の低入札価格調査を行った工事の平均落札率は７２．９％であるが、昨年

度の状況はどうだったか。 

Ａ 平成２０年度は１１件について低入札価格調査を行い、平均落札率は７３．０％である。 

 

（４）抽出事案審議（事前に川崎委員が抽出） 

 ア 大津呂ダム建設工事（取水設備工事） 

Ｑ 総合評価落札方式で加点評価した技術提案等の内容は、どのように履行させるのか。 

Ａ 工事請負契約書の特約事項として、契約書に添付している。 

 

 イ 三方五湖生物生息環境再生工事その２ 

Ｑ 入札参加資格として、作業船を保有していることを要件としているが、リースの場合は、リー

ス業者との仮契約書でも入札参加を認めるのか。 

Ａ 落札者となることを条件として作業船のリースを確約する内容である仮契約書であれば認める。 

 

 ウ （起債）港湾機能施設整備工事その４０ 

Ｑ この工事は、設計額が五千万円以上であるが、総合評価落札方式を実施していない。総合評価

落札方式の対象工事はどのように定めているか。 

Ａ 福井県建設工事総合評価落札方式実施要領の中で、技術的工夫の余地がある工事のうち総合評

価落札方式による入札の執行が適当であると認めたものを対象とすると定めている。 



 エ 平成２１年度農業水利施設保全対策事業福井３期地区第１号工事 

   特になし 

 

 オ 警察本部科学捜査研究所クリーンルーム拡充工事 

   特になし 

 

（３）談合その他の不正行為に関する事項について 

   ・談合情報なしと報告 

 

（４）その他 

   ・事務局より、優れた技術力を有する建設業者を適正に評価し、工事品質および受注機会の確保

を図るため、以下の内容により入札制度を改正し、平成２２年４月１日以降に行う入札公告か

ら適用すると報告を行った。 

   ・委員から、総合評価落札方式を行う設計業務委託について、今後、入札監視委員会の審議対象

としてはどうかと意見があった。 

 

 

  〈入札制度改正の概要〉 

 

    ① 総合評価落札方式の対象拡大等 

     ア 現在、原則として5,000 万円以上で適用している総合評価落札方式について、原則とし

て 3,000 万円以上（ほ装工事については 1,000 万円以上）5,000 万未満の工事のうち高度

な技術力を要する工事等（橋梁、砂防ダム等）についても対象を拡大 

 

     イ 評価基準表の評価項目を次のとおり追加。 

      ・自社施工、自社保有機械・自社雇用技能者の配置（ほ装工事、法面処理工事） 

      ・配置予定技術者の継続学習の取組み（土木一式工事、鋼構造物工事）〔Ｈ22.10～〕 

 

    ② 技能士の配置の条件化 

      塗装工事、造園工事および管工事（給排水衛生・空調工事）の発注において、技能士の配

置を入札参加条件として設定 

 

    ③ 建設機械の保有等の条件化 

      ほ装工事および法面処理工事の発注において、機械の保有、オペレータの配置を入札参加

条件として設定 

 

    ④ 入札ボンドの導入 

      ５億円以上の工事に係る入札に参加する場合には、金融機関、保証事業会社等の保証書を

提出した場合に限り、入札保証金の納付を免除 

 

    ⑤ 配置予定技術者の施工経験の緩和 

      配置予定技術者の施工経験を求める場合、現場代理人としての経験も認める。 

 

    ⑥ 主任技術者の恒常的な雇用関係の確認の徹底 

      契約の際に、2,500 万円未満（建築一式の場合は 5,000 万円未満）の工事についても、主

任技術者についての３か月以上の雇用関係を確認 

 

 



    ⑦ 現場代理人の常駐義務の緩和 

      工事の契約金額の合計が2,500 万円未満（建築一式の場合は5,000 万円未満）で、かつ、

工事現場が同一の市町内にある場合に、複数工事（３工事まで）現場代理人を兼務すること

を認める。 

 

    ⑧ 設計業務委託における総合評価落札方式の試行 

      一定以上の規模・技術力が要求される案件を対象に、技術力、執行体制、地域貢献度等の

評価項目を設定 


